


矢吹町教育・保育施設等原油価格・物価高騰対策助成金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、原油価格・物価高騰の影響を受けている矢吹町内の

教育・保育施設等に対し、矢吹町教育・保育施設等原油価格・物価高騰

対策助成金（以下「助成金」という。）を交付することにより、教育及

び保育の継続的な提供を支援することを目的とする。 

（助成対象者） 

第２条 助成金の交付対象となる者（以下「助成対象者」という。）は、

町内で次の各号のいずれかに該当する施設を運営する民間の事業者等と

する。 

(１) 教育・保育施設 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号。以下「法」という。）第７条第４項に規定する教育・保育施設を

いう。 

(２) 小規模保育事業 児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規

模保育事業をいう。 

（助成対象経費） 

第３条 助成対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、令和

７年４月１日から令和８年３月３１日までに助成対象者が支出した、次

の各号に掲げる経費（前条各号に掲げる施設の運営又は事業の実施に係

るものに限る。）とする。 

(１) 電気・ガス・灯油・ガソリンに係る経費 

(２) 給食の食材費（ただし、矢吹町教育・保育施設に係る副食費助成

要綱により交付を受けた副食費の額に相当する額を除く。） 

（助成金の額） 

第４条 助成金の額は、次の表の左欄に掲げる助成対象経費に、それぞれ

同表右欄に掲げる割合を乗じて得た額とする。ただし、算定した額に１

００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 



助成対象経費 割合 

前条第１号に定める経費 １００分の６ 

前条第２号に定める経費 １００分の８ 

２ 前項の規定にかかわらず、助成金の額は、助成対象者の令和８年３月

１日現在における在籍園児数に５,０００円を乗じた額を限度とする。 

３ 助成金の交付は、助成対象者につき１回に限り、予算の範囲内で行う

ものとする。 

（交付申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、令和９年１月３１日までに、助成対象経費の根拠となる書類を添え

て、矢吹町教育・保育施設等原油価格・物価高騰対策助成金交付申請書

兼請求書（様式第１号）を町長に提出するものとする。 

（交付決定等） 

第６条 町長は、前条の規定に基づく申請を受理したときは、その内容を

速やかに審査し、助成金の交付の可否及びその額等を決定し、矢吹町教

育・保育施設等原油価格・物価高騰対策助成金交付（不交付）決定通知

書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。 

（交付決定の取消及び返還） 

第７条 町長は、偽りその他不正の手段により助成を受けた者があるとき

は、矢吹町教育・保育施設等原油価格・物価高騰対策助成金交付決定取

消通知書兼返還命令書（様式第３号）により、交付決定を取り消し、交

付金の返還を命ずるものとする。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施のため必要な事項

は、教育委員会が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 



１ この要綱は、告示の日から施行する。 

（失効） 

２ この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第７

条の規定は、同日後もなおその効力を有する。 

 

 



様式第１号（第５条関係） 

   年   月   日 

 

矢吹町長 様 

 

申請者（保育園等） 

所在地                                

施設名                                  

代表者氏名                            印    

 

 

矢吹町教育・保育施設等原油価格・物価高騰対策助成金交付申請書兼請求書 

 

矢吹町教育・保育施設等原油価格・物価高騰対策助成金交付要綱の規定に基づき、

下記のとおり申請します。 

記 

 

１ 助成金交付申請額                     円 

 

 

２ 関係書類 

（１） 助成対象経費が分かる書類 

（２） その他町長が必要と認める書類 

 

 

３ 振込先 

金融機関名  支店名  預金種別 

普通 

・ 

当座 

口座番号  

フリガナ  

口座名義人  

 

 

 



様式第２号（第６条関係） 

第   号 

年 月 日 

    

          様 

 

矢吹町長   印 

  

 

矢吹町教育・保育施設等原油価格・物価高騰対策助成金交付（不交付）決

定通知書 

 

年 月 日付けで申請のありました矢吹町教育・保育施設等原油価格・物価高騰

対策助成金について、下記のとおり決定したので通知します。  

 

 

記 

  

 

１ 交付する ／ 交付しない（理由    ）    

  

 

２ 交付決定額     円 

 

 

３ 支払予定日    年  月  日 

 

 

４ 支払先口座 

 

 

５ 備   考 

 

 

 

 



様式第３号（第７条関係） 

第   号 

年 月 日 

    

        様 

 

矢吹町長   印 

  

 

矢吹町教育・保育施設等原油価格・物価高騰対策助成金交付決定取消通知

書兼返還命令書 

 

年 月 日付け 第 号で交付決定した矢吹町教育・保育施設等原油価格・物価

高騰対策助成金について、矢吹町教育・保育施設等原油価格・物価高騰対策助成金交

付要綱第７条の規定により取り消ししたので通知します。 

つきましては、すでに交付した交付金を下記により返還してください。  

 

 

記 

  

 

１ 取り消しの理由    

  

 

２ 返 還 金 額     円 

 

 

３ 返 還 期 限    年  月  日 

 

 

４ そ の 他 

 

 

 

 





矢吹町要保護児童対策地域協議会設置要綱の一部を改正する要綱新旧対照表 

 

改正前 改正後 

第１条・第２条 （略） 第１条・第２条 （略） 

（構成） （構成） 

第３条 協議会は、別表に掲げる行政機関、法人及び団体等に掲げる者をもって構成

する。 

第３条 協議会は、別表に掲げる行政機関、法人及び団体等の関係者 をもって構成

する。 

第４条・第５条 （略） 第４条・第５条 （略） 

（代表者会議） （代表者会議） 

第６条 代表者会議は、実務者会議が円滑に機能するよう環境整備を行うため、次に

掲げる事務を所掌する。 

第６条 代表者会議は、実務者会議が円滑に機能するよう環境整備を行うため、次に

掲げる事務を所掌する。 

(１) 支援に関するシステム全体の検討に関すること。 (１) 支援に関するシステム全体の検討に関すること。 

(２) 協議会の活動状況の評価に関すること。 (２) 協議会の活動状況の評価に関すること。 

(３) 協議会の年間活動方針に関すること。 (３) 協議会の年間活動方針に関すること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、代表者会議の設置目的を達成するために必要があ

ると認める事務 

(４) 前３号に掲げるもののほか、代表者会議の設置目的を達成するために必要があ

ると認める事務 

２ 代表者会議は、委員30人以内をもって組織する。 ２ 代表者会議は、委員30人以内をもって組織する。 

３ 代表者会議の委員は、別表に掲げる行政機関、法人及び団体等者のうちから、教

育長が委嘱し、又は任命する。 

３ 代表者会議の委員は、別表に掲げる行政機関、法人及び団体等 のうちから、教

育長が委嘱し、又は任命する。 

４ 代表者会議の委員の任期は、２年以内とする。ただし、補欠の委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

４ 代表者会議の委員の任期は、２年以内とする。ただし、補欠の委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

５ 委員は、再任されることができる。 ５ 委員は、再任されることができる。 

６ 代表者会議に会長及び副会長１人を置き、代表者会議の委員の互選によりこれら

を定める。 

６ 代表者会議に会長及び副会長１人を置き、代表者会議の委員の互選によりこれら

を定める。 

７ 代表者会議の会議は、代表者会議の会長が招集し、代表者会議の会長が議長とな

る。 

７ 代表者会議の会議は、代表者会議の会長が招集し、代表者会議の会長が議長とな

る。 

８ 代表者会議は、代表者会議の委員の過半数が出席しなければ会議を開くことがで

きない。 

８ 代表者会議は、代表者会議の委員の過半数が出席しなければ会議を開くことがで

きない。 

９ 代表者会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

９ 代表者会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 



改正前 改正後 

10 代表者会議は、必要があると認めるときは、会議に代表者会議の委員以外の者の

出席を求めて、その意見又は説明を聴くことができる。 

10 代表者会議は、必要があると認めるときは、会議に代表者会議の委員以外の者の

出席を求めて、その意見又は説明を聴くことができる。 

11 第５条第２項及び第３項の規定は、代表者会議について準用する。 11 第５条第２項及び第３項の規定は、代表者会議について準用する。 

（実務者会議） （実務者会議） 

第７条 実務者会議は、支援を適切に行うため、次に掲げる事務を所掌する。 第７条 実務者会議は、支援を適切に行うため、次に掲げる事務を所掌する。 

(１) 支援の実施状況の総合的な把握（進行管理等）に関すること。 (１) 支援の実施状況の総合的な把握（進行管理等）に関すること。 

(２) 要保護児童等の実態の把握に関すること。 (２) 要保護児童等の実態の把握に関すること。 

(３) 支援の方針、方法、計画等の見直しに関すること。 (３) 支援の方針、方法、計画等の見直しに関すること。 

(４) 支援に係る関係機関等の役割分担の確認に関すること。 (４) 支援に係る関係機関等の役割分担の確認に関すること。 

(５) 個別ケース検討会議における課題の検討に関すること。 (５) 個別ケース検討会議における課題の検討に関すること。 

(６) 要保護児童等の対策を推進するための啓発活動に関すること。 (６) 要保護児童等の対策を推進するための啓発活動に関すること。 

(７) 協議会の活動状況の代表者会議への報告に関すること。 (７) 協議会の活動状況の代表者会議への報告に関すること。 

(８) 実務者会議を円滑に行うため、実務者会議内に定例連絡会議を置く。 (８) 実務者会議を円滑に行うため、実務者会議内に定例連絡会議を置く。 

(９) 定例連絡会議は、福島県中央児童相談所白河相談室、矢吹町保健福祉課、矢

吹町教育委員会教育振興課、子育て支援課その他会長が適当であると認める構成

機関等の実務を担当する者で構成する。 

(９) 定例連絡会議は、福島県県中児童相談所白河相談室         、矢

吹町教育委員会教育振興課、子育て支援課その他会長が適当であると認める構成

機関等の実務を担当する者で構成する。 

(10) 定例連絡会議の招集及び会議の進行は、矢吹町教育委員会子育て支援課が行

う。 

(10) 定例連絡会議の招集及び会議の進行は、矢吹町教育委員会子育て支援課が行

う。 

(11) 前各号に掲げるもののほか、実務者会議の設置目的を達成するために必要が

あると認める事務 

(11) 前各号に掲げるもののほか、実務者会議の設置目的を達成するために必要が

あると認める事務 

２ 実務者会議は、委員30人以内をもって組織する。 ２ 実務者会議は、委員30人以内をもって組織する。 

３ 実務者会議の委員は、別表に掲げる行政機関、法人及び団体等から推薦を受けた

者をもって構成する。 

３ 実務者会議の委員は、別表に掲げる行政機関、法人及び団体等から推薦を受けた

者をもって構成する。 

４ 実務者会議に座長及び副座長１人を置き、実務者会議の委員の互選によりこれら

を定める。 

４ 実務者会議に座長及び副座長１人を置き、実務者会議の委員の互選によりこれら

を定める。 

５ 第５条第２項及び第３項並びに前条第４項、第５項、第７項、第８項及び第10

項の規定は、実務者会議について準用する。この場合において、同条第７項中「代

表者会議の会長」とあるのは、「実務者会議の座長」と読み替えるものとする。 

５ 第５条第２項及び第３項並びに前条第４項、第５項、第７項、第８項及び第10

項の規定は、実務者会議について準用する。この場合において、同条第７項中「代

表者会議の会長」とあるのは、「実務者会議の座長」と読み替えるものとする。 

第８条～第11条 （略） 第８条～第11条 （略） 



改正前 改正後 

別表 別表 

 児童福祉関係 福島県中央児童相談所白河相談室   児童福祉関係 福島県県中児童相談所白河相談室  

 福島県県南保健福祉事務所   福島県県南保健福祉事務所  

 矢吹町民生委員児童委員協議会   矢吹町民生児童委員協議会    

 矢吹町保健福祉課   矢吹町保健福祉課  

               福島地方法務局白河支局  

 保健医療関係 社団法人白河医師会   保健医療関係 社団法人白河医師会  

 教育関係 矢吹町教育委員会教育振興課   教育関係 矢吹町教育委員会教育振興課  

 矢吹町教育委員会子育て支援課   矢吹町教育委員会子育て支援課  

 矢吹町立小学校及び中学校条例（平成21年矢吹町条例第14

号）別表に掲げる矢吹町立学校 

  矢吹町立小学校及び中学校条例（平成21年矢吹町条例第12

号）別表に掲げる矢吹町立学校 

 

 町の区域内に存する保育園   町の区域内に存する保育園  

 町の区域内に存する幼稚園   町の区域内に存する幼稚園  

                   町の区域内に存する認定こども園  

 警察関係 白河警察署生活安全課   警察関係 白河警察署生活安全課  

               白河警察署矢吹交番  

 その他 教育長が特に必要があると認める者   その他 教育長が特に必要があると認める者  

 

 

 

   附 則 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


